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「みえ障がい者共生社会づくりプラン」の改訂について　障がい福祉課

１ページ
県では、障がい者施策の基本的な方向を定めた「みえ障がい者共生社会づくりプラン」を平成23年度に策定し、以降、３年ごとに改訂を行っています。
平成26年度に策定した現行プランは、平成29年度末をもって終期を迎えることから、平成30年度から平成32年度を計画期間とする新たなプランを今年度策定します。

　　　１　プランの性格
「みえ障がい者共生社会づくりプラン」は、障害者基本法に基づく障害者計画と障害者総合支援法に基づく障害福祉計画を統合し、国が定めた基本指針に即して、県が取り組む障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策の方向性を明らかにした計画です。

　　　２　現行プランの取組等
現行プランにおいては、「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」を基本理念とし、以下の施策体系に基づきさまざまな施策を推進するとともに、６項目を重点的取組として位置づけ、取組の充実・強化を図っています。
　　【施策体系】
　（１）共生社会を実感できる地域社会づくり
（①障がいに対する理解の促進、②社会参加の環境づくり、③権利の擁護）
　（２）生きがいを実感できる地域社会づくり
（①特別支援教育の充実、②就労の促進、③スポーツ・文化活動への参加機会の拡充）
　（３）安心を実感できる地域社会づくり
（①地域生活の支援、②相談支援体制の整備、③保健・医療体制等の充実、④防災・防犯対策の推進）
　　【重点的取組】
・権利の擁護に関する取組
・障がい者雇用に関する取組
・障がい者スポーツに関する取組
・地域生活への移行と地域生活の支援に関する取組
・途切れのない相談支援に関する取組
・災害時の対応に関する取組

２ページ
　　　３　次期プラン策定のポイント
　（１）平成28年度法改正を受けての対応
障がい者の地域生活や就労を支援する新たなサービス（自立生活援助、就労定着支援）が創設されるとともに、障がい児へのサービス提供体制の計画的な構築を推進するため、自治体において障害児福祉計画を策定することとされました（平成30年4月施行）。
また、医療的ケアの必要な障がい児を支援するための連携促進や発達障がい者への支援の強化が求められることとなりました。これらについて着実に対応するとともに、関係の取組を推進することが必要です。
　（２）権利の擁護
障害者差別解消法施行（平成28年4月）や、神奈川県相模原市の障がい者入所施設における殺傷事件（平成28年7月発生）等をふまえて、障がいに対する理解の促進や権利の擁護に関する取組を一層進める必要があります。
また、三重県手話言語条例施行（平成29年4月）をふまえた取組を進める必要があります。
　（３）障がい者雇用
障害者の法定雇用率の引き上げ（平成30年4月）等もふまえて、障がい者雇用に関する取組を一層進める必要があります。
また、「農福連携全国サミットinみえ」の開催（平成28年11月）等もふまえて、農福連携の取組をさらに発展させていく必要があります。
　（４）障がい者スポーツ等
東京オリンピック・パラリンピック（平成32年度）や本県での全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）の開催（平成33年度）を契機として、障がい者スポーツや芸術文化活動のさらなる推進を図る必要があります。
　（５）地域移行・地域生活の支援
居住や日中活動の場の確保・充実や相談支援体制の充実を、地域の実情をふまえながら、一層進める必要があります。
医療的ケアの必要な障がい児・者や強度行動障がいなどの重度の障がい児・者について、地域における支援体制の構築を一層進める必要があります。また、精神障がい者について、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム（※）の構築を進める必要があります。
（※）精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療（精神科医療・一般医療）、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合いが包括的に確保された体制・仕組み。

３ページ
　　　４　障がい者実態調査について
　（１）調査目的
「みえ障がい者共生社会づくりプラン」の改訂に際し、県内に在住する強度行動障がい児・者にかかる生活の実態や支援の状況、将来の意向等を調査し、計画策定の基礎資料とします。
　（２）調査対象　強度行動障がい
強度行動障がい児・者は、自傷、他害など、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため、支援が困難であり、地域で受け入れることができる事業所の確保や、具体的な支援の方法等が課題となっています。また、入所施設からの地域移行の促進や地域生活支援拠点等の整備の観点からも、これらの児・者への対応が課題になっているところです。
　（３）調査先　１０２８か所
障害福祉サービス事業所等　７９８か所
障害者支援施設（39）、共同生活援助（107）、短期入所（86）、重度訪問介護（217）、
行動援護（13）、生活介護（130）、就労継続支援Ｂ型（206）
障害児通所支援　２２２か所
児童発達支援（77）、放課後等デイサービス（145）
障害児入所支援　８か所
福祉型障害児入所施設（4）、医療型障害児入所施設（4）
併せて、本人および家族に対する調査を事業所（施設）を通じて実施

　　　５　次期プランの検討体制
策定にあたっては、三重県障害者施策推進協議会や三重県障害者自立支援協議会において検討を行います。

　　　６　スケジュール
平成29年７月　実態調査の実施（～９月）
８月　障害者施策推進協議会（第１回）
10月　県議会健康福祉病院常任委員会
11月　障害者自立支援協議会（第１回）　障害者施策推進協議会（第２回）中間案検討
12月　県議会健康福祉病院常任委員会　中間案報告　パブリックコメント（～１月）
平成30年２月　障害者自立支援協議会（第２回）　障害者施策推進協議会（第３回）最終案検討
３月　県議会健康福祉病院常任委員会　最終案報告
３月末　次期プランの策定
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（作成者注：以下、パワーポイント形式資料）
　　　　「みえ障がい者共生社会づくりプラン」改訂

　　　現行プラン（平成27～29年度）
　　○基本理念
「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」

　　第１編　計画策定の基本的方向
　第１章　計画の策定にあたって
・計画の位置づけ　・取組成果等
　第２章　三重県の障がい者を取り巻く基本的な状況
・障がい者の状況　・意向調査の結果等
　第３章　計画の基本的な考え方
・障がい者施策の基本原則　・施策体系等

　　第２編　重点的取組
　第１章　権利の擁護に関する取組
　第２章　障がい者雇用に関する取組
　第３章　障がい者スポーツに関する取組
　第４章　地域生活への移行と地域生活の支援に関する取組
　第５章　途切れのない相談支援に関する取組
　第６章　災害時の対応に関する取組

　　第３編　分野別施策
　第１章　共生社会を実感できる地域社会づくり
１　障がいに対する理解の促進
２　社会参加の環境づくり
３　権利の擁護
　第２章　生きがいを実感できる地域社会づくり
１　特別支援教育の充実
２　就労の促進
３　スポーツ・文化活動への参加機会の拡充
　第３章　安心を実感できる地域社会づくり
１　地域生活の支援
２　相談支援体制の整備
３　保健・医療体制等の充実
４　防災・防犯対策の推進

　　第４編　障害福祉計画
　第１章　地域生活移行・就労支援等に関する目標の設定
　第２章　障がい者支援のための体制整備
　第３章　障害福祉圏域別計画
桑名員弁、四日市、鈴鹿・亀山、津、松阪多気、伊勢志摩、伊賀、紀北、紀南　（９圏域）

　　第５編　計画の推進
　第１章　計画の推進体制
　第２章　計画の進行管理
　第３章　計画の見直し

　　　背景等
・障害者基本法に基づく「障害者基本計画（第４次）」の策定（内閣府所管）
・障害者総合支援法に基づく「障害福祉計画」及び児童福祉法に基づく「障害児福祉計画」に係る基本指針の見直し（厚生労働省所管）

　　　障がい者施策を次のステージへ（作成者注：矢印）

　平成28年度法改正
・新しいサービス（自立生活援助・就労定着支援）
・障害児福祉計画の策定義務化
・医療的ケアの必要な障がい児き上げ
・農福連携の推進

　障がい者スポーツ
・東京オリンピック・パラリンピック競技大会（平成32年度）
・全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）（平成33年度）

　地域移行・地域生活の支援
・居住や日中活動の場の確保・充実、相談支援体制の充実
・重度の障がい児・者（医療的ケアの必要な障がい児・者、強度行動障がい等）に係る地域における支援体制の構築
・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

　　　新プラン(平成30～32年度）イメージ
　　○基本理念
「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」

　　第１章　計画策定の基本的方向
　第１節　障がい者を取り巻く状況
・障がい者の状況　・実態調査の結果　・取組成果　等
　第２節　計画の基本的な考え方
・基本理念　・計画の位置づけ　・施策体系　等

　　第２章　障がい者施策の総合的推進
　第１節　多様性を認め合う共生社会づくり
１　権利の擁護　・障がい者差別の解消　・虐待の防止　・手話　・ユニバーサルデザイン　・選挙　等
２　障がいに対する理解の促進　・啓発、広報　・福祉教育　・ボランティア活動　等
３　社会参加の環境づくり　・社会参加　・福祉用具　・バリアフリー観光　等
　第２節　生きがいを実感できる共生社会づくり
１　スポーツ・文化活動への参加機会の拡充　・県障がい者スポーツ大会　・全国障害者スポーツ大会　・東京パラリンピック競技大会　・芸術文化祭　等
２　就労の促進　・障がい者雇用の促進　・優先調達　・工賃向上　・ステップアップカフェ　・農福連携　等
３　特別支援教育の充実　・指導の充実　・専門性の向上　等
　第３節　安心を実感できる共生社会づくり
１　地域生活を支えるサービスの充実　・地域生活への移行　・相談支援の充実　等
２　保健・医療体制等の充実　・障がいの早期発見と対応　・精神障がい者への支援　・医療的ケアが必要な障がい児・者　・発達障がい　等
３　防災・防犯対策の推進　・災害時の避難誘導　・施設の安全対策　等

　　第３章　障害福祉計画・障害児福祉計画
　第１節　地域生活移行・就労支援等に関する目標の設定
　第２節　障がい者支援のための体制整備
　第３節　障害福祉圏域別計画
桑名員弁、四日市、鈴鹿・亀山、津、松阪多気、伊勢志摩、伊賀、紀北、紀南　（９圏域）

　　第４章　計画の推進
　第１節　計画の推進体制
　第２節　計画の進行管理と見直し

資料２－１
（作成者注：国資料から抜粋）
１ページ
　　　　第５期障害福祉計画に係る国の基本指針の見直しについて 
　　　１．基本指針について
・「基本指針」（大臣告示）は、障害福祉施策に関する基本的事項や成果目標等を定めるもの。平成29年3月に告示。。 
・都道府県・市町村は、基本指針に即して３か年の「障害福祉計画」及び「障がい児福祉計画」を策定。次期計画期間はH30～32年度
　　　２．基本指針見直しの主なポイント
・地域における生活の維持及び継続の推進
・就労定着に向けた支援
・地域共生社会の実現に向けた取組
・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
・障害児のサービス提供体制の計画的な構築
・発達障害者支援の一層の充実
　　　３．成果目標（計画期間が終了するH32年度末の目標）
　　①施設入所者の地域生活への移行
・地域移行者数：H28年度末施設入所者の９％以上
・施設入所者数：H28年度末の２％以上削減 
※高齢化・重症化を背景とした目標設定 
　　②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【項目の見直し】
・保健・医療・福祉関係者による協議の場（各圏域、各市町村）の設置
・精神病床の1年以上入院患者数：14.6万人～15.7万人に（H26年度末の18.5万人と比べて3.9万人～2.8万人減）
・退院率：入院後3ヵ月　69％、入院後　6ヵ月84％、入院後１年　90％（H27年時点の上位10%の都道府県の水準） 
　　③地域生活支援拠点等の整備
・各市町村又は各圏域に少なくとも１つ整備 
　　④福祉施設から一般就労への移行
・一般就労への移行者数：H28年度の１．５倍
・就労移行支援事業利用者：H28年度の２割増
・移行率３割以上の就労移行支援事業所：５割以上※実績を踏まえた目標設定
・就労定着支援１年後の就労定着率：80％以上（新）
　　⑤障害児支援の提供体制の整備等【新たな項目】
・児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1カ所設置
・保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築
・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービスを各市町村に少なくとも１カ所確保
・医療的ケア児支援の協議の場（各都道府県、各圏域、各市町村）の設置（H30年度末まで）
　　　４．その他の見直し
・障害者虐待の防止、養護者に対する支援・発達障害者支援の一層の充実・難病患者への一層の周知
・障害を理由とする差別の解消の推進・意思決定支援、成年後見制度の利用促進の在り方

資料２－３
（作成者注：国資料から抜粋）
　　障害者基本計画(第4次)骨格案
　　平成29年5月29日

　　はじめに

　(我が国におけるこれまでの主な取組)
・我が国におけるこれまでの主な取組(基本法、基本計画等)

　(障害者政策委員会における検討)
・障害者政策委員会における議論の経過
・障害者政策委員会の意見取りまとめ、政府への提出

　(障害者基本計画(第4次)の策定)
・(障害者政策委員会の意見を受けた)政府における案文の検討
・パブリックコメントの実施
・障害者基本計画(第4次)の策定

　(障害者基本計画(第4次)を通じて実現を目指すべき社会)
・「一人ひとりの命の重さは障害の有無によって少しも変わることはない」という当たり前の価値観を国民全体で共有できる共生社会の実現を目指す。
・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において、成熟社会における我が国の先進的な取組を世界に示し、世界の範となるべく、女性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場で、地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる社会の実現を目指す。
・障害者施策が国民の安全や社会経済の進歩につながる社会の実現を目指す。
・(各委員から提示された意見や課題、障害者政策委員会の議論等を踏まえ、今後加筆予定)

　　Ⅰ　障害者基本計画(第4次)について

　1．位置付け
・障害者基本法第11条第1項が根拠
・政府が講ずる障害者施策の最も基本的な計画

　2．対象期間
・平成30(2018)～34(2022)年度の5年間

　3．構成
・全体の構成、各章の概要

　4．障害者権利条約との関係

　(1)障害者権利条約の概要
・条約の経緯
・条約の概要
・条約に係る我が国のこれまでの取組

　(2)障害者権利条約の基本的な考え方
・条約の基本的な考え方(目的、社会モデル、一般原則等)
・条約の基本的な考え方を踏まえ障害者施策を講じることが重要。

　(3)障害者権利条約と障害者基本計画(第4次)との関係
・条約批准後初の基本計画であり、条約との整合性確保に重点。
・障害者基本計画(第4次)の各分野と、条約の条項の対応関係を明確化。
・障害者基本計画(第4次)は、条約の国内実施の強化に資するものであり障害者政策委員会による条約の国内監視機能の強化につながる。
・今後、障害者権利委員会による条約の実施状況の対日審査(国外監視)と障害者基本計画(第4次)のＰＤＣＡサイクル(国内監視)を適切に連携させていく。

　　Ⅱ　基本的な考え方

　1．基本理念
・障害者権利条約の理念
・障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法の理念
・障害者を社会のあらゆる活動に参加する主体としてとらえ、その自己実現の支援と社会的障壁の除去のための障害者施策の基本的方向を定める。

　2．基本原則
・障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法第3～5条の基本原則にのっとり、障害者施策を総合的かつ計画的に実施する。

　(地域社会における共生等)
・障害者の尊厳、自律及び自立の尊重を目指す障害者権利条約の理念
・障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法第3条の趣旨

　(差別の禁止)
・障害者権利条約第5条(平等及び無差別)の理念
・障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法第4条の趣旨
・第4条を具体化した障害者差別解消法については、その施行状況を踏まえ、見直しについて必要な検討を行っていく。

　(国際的協調)
・障害者権利条約第32条(国際協力)の理念
・障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法第5条の趣旨
・障害者権利条約の批准を受け、今後は国際的枠組みとの連携の推進を図っていく。

　3．各分野に共通する横断的視点

　(1)障害者権利条約の理念の尊重及び整合性の確保
・障害者に係る施策、制度、事業等の策定・実施等に当たっては、障害者権利条約の理念を尊重するとともに、障害者権利条約との整合性を確保することが求められる。
・「Nothing About Us Without Us」を原則とし、「インクルージョン」の考え方の下、障害者を社会参加の主体としてとらえるとともに、障害者施策の検討及び評価に当たっては、障害者が意思決定過程に参画することとし、障害者の視点を施策に反映させることが求められる。その際、障害者の社会参加は、障害者の自立にもつながることに留意する。
・意思決定過程における障害者の参画を促進するため、審議会等で障害者の委員を選任するよう配慮する。また、障害者本人の自己決定を尊重する観点から、障害者の適切な意思決定・意思表明のため、意思決定の支援と言語(手話を含む)その他の意思疎通手段の選択機会の提供を促進する。

　(2)社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上
・障害者権利条約における「社会モデル」の考え方
・社会モデルの考え方に照らして、障害者差別の解消に向けた社会的障壁の除去のため、障害者のアクセシビリティ向上の環境整備を図ることが重要であり、社会的障壁の除去に向けた各種の取組をより強力に推進していくため、社会のあらゆる場面でアクセシビリティ向上の視点を取り入れていく。
・社会のあらゆる場面でＩＣＴが浸透しつつある。こうした新技術を用いた機器やサービスは、新たな社会的障壁となる可能性がある一方で、アクセシビリティとの親和性が高いという特徴もあり、社会的障壁の除去の観点から、アクセシビリティに配慮したＩＣＴ等の新技術の利活用について検討を行い、可能なものについては積極的導入を推進する。
・特に、社会のあらゆる場面において障害者差別の解消に向けた取組が行われる必要があり、障害者差別解消法等に基づき、様々な主体の取組との連携を図りつつ、事業者、国民一般等の幅広い理解の下、取組を積極的に推進する。
・社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上と心のバリアフリーを推進する観点から、積極的な広報啓発活動に努め、企業・市民団体等の取組を積極的に支援する。
・審議会等の開催やパブリックコメントの実施に当たり、障害特性に配慮した適切な情報保障を実施するなど、アクセシビリティを向上させる。

　(3)当事者本位の総合的かつ分野横断的な支援
・障害者の尊厳、自律及び自立の尊重を目指す障害者権利条約の趣旨を踏まえ、障害者が各ライフステージを通じて適切な支援を受けられるよう、各分野の有機的連携の下、施策を総合的に展開し、切れ目のない支援を行う。
・当該支援は、障害者が日常生活・社会生活で直面する困難に着目して講じられる必要があり、かつ、障害者の自立・社会参加の支援の観点から行われる必要。
・複数の分野にまたがる課題については、各分野の枠のみにとらわれることなく、必要な連携を通じて総合的かつ横断的に対応していく必要。

　(4)障害特性等に配慮したきめ細かい支援
・障害者一人ひとりの固有の尊厳を重視する障害者権利条約の趣旨を踏まえ、障害者施策は、障害特性、障害の状態、生活実態等に応じた障害者の個別的な支援の必要性を踏まえて策定・実施する。
・外見からは分かりにくい障害が持つ特有の事情を考慮する必要。また、状態が変動する障害は程度が分かりにくく、多様化しがちな点に留意が必要。
・発達障害、難病、高次脳機能障害、盲ろう・重症心身障害その他の重複障害等の社会全体に対する理解の促進、施策の更なる充実が必要。

　(5)障害のある女性、子供及び高齢者の複合的困難に配慮したきめ細かい支援
・障害者権利条約第6条(障害のある女子)、第7条(障害のある児童)等の趣旨を踏まえ、障害者施策は、複合的な困難に直面する障害者に対するきめ細かい配慮が求められていることを踏まえて策定・実施する。
・障害のある女性は複合的に困難な状況に置かれる場合があり、こうした点も念頭に置いて障害者施策を策定・実施することが重要。
・障害のある子供は成人の障害者とは異なる支援を行う必要。
・障害のある高齢者に係る施策については、障害者権利条約の理念も踏まえつつ、高齢者施策との整合性に留意して実施していく必要。

　(6)ＰＤＣＡサイクル等を通じた実効性のある取組の推進
・障害者権利条約第31条(統計及び資料の収集)、第33条(国内における実施及び監視)等の趣旨を踏まえ、「Evidence-Based Policy Making」の実現に向け必要なデータ収集及び統計の充実を図るとともに、ＰＤＣＡサイクルを構築し、着実に実行する。また、ＰＤＣＡサイクル等を通じて施策の不断の見直しを行っていく。

①企画(Plan)
・「Evidence-Based Policy Making」の実現の観点から、障害当事者の実態把握を適切に行うため、障害者の性別、年齢、障害種別等の観点に留意しつつ必要なデータ収集や統計の充実を行うことが求められており、各府省は、適切な情報・データの収集・評価の在り方等を検討するとともに、具体的な達成目標の設定に努める。

②実施(Do)
・各府省は、取組の計画的な実施と、障害者の状況や障害者施策等に関する情報・データの収集・分析を行う。また、障害者の性別、年齢、障害種別等の観点に留意し、情報・データの充実を図る。
・高齢者施策、医療関係施策、子ども子育て関係施策、男女共同参画施策等、他の施策・計画等との整合性を確保し、総合的な施策の展開を図る。

③評価(Check)
・取組の実施状況を継続的にモニタリングしていくことが重要であり、各府省は、その実施状況及び効果の把握・評価を行う。また、施策の実施に当たり課題や支障が生じている場合は、その円滑な解消に資するよう、具体的な要因について必要な分析を行う。
・障害者政策委員会は、政府全体の見地から本基本計画の実施状況の評価・監視を行う。

④見直し(Act)
・各府省は、取組の実施状況や効果に係る評価結果を踏まえ、取組の見直しを行う。必要がある場合は、所要の法制的な整備を含め検討を行う。
・障害者政策委員会は、本基本計画の実施状況の評価・監視の結果を踏まえ、必要に応じ勧告を行う。その結果によっては、必要に応じ、基本計画を柔軟に見直すこととする。また、障害者政策委員会の円滑かつ適切な運営のため、事務局機能の充実を図る。
・調査により得られた知見については、基本計画の推進状況の評価及び評価を踏まえた取組の見直しへの活用に努める。

　4．施策の円滑な推進

　(1)連携・協力の確保
・政府の障害者施策を一体的に推進し、総合的な企画立案及び横断的な調整を担保するため、各府省相互間の緊密な連携・協力を図る。
・障害者の地域移行を推進する観点から、障害者が、必要なときに必要な場所で、地域の実情に即した適切な支援を受けられるよう、適切な役割分担の下、地方公共団体との連携・協力体制の一層の強化を図る。また、地方公共団体において優良かつ先進的な取組やモデルを実施している場合は、その知見も活かして施策を展開することが重要。
・障害者団体、専門職による職能団体、企業、経済団体等の協力を得るよう努めるとともに、基本計画の推進に当たり、これらの団体等との情報共有等の一層の促進を図る必要。
・国際機関、諸外国政府等との連携に努めるとともに、関係行政機関相互の緊密な連携の下、障害者権利条約の国内実施に十分留意しつつ、持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)の実施を総合的かつ効果的に推進する。
・障害者政策委員会において、必要がある場合は、他の審議会等との情報共有について検討を行う。

　(2)理解促進・広報啓発に係る取組等の推進
①重点的に理解促進等を図る事項
・「命の重さは障害の有無によって少しも変わることはない」という当たり前の価値観を社会全体で共有し、障害のある者と障害のない者が、お互いに障害の有無にとらわれることなく社会で共に暮らしていくことが日常となるように、国民の理解促進に努める。
・共生社会の理念や障害者権利条約の「社会モデル」について必要な広報啓発を推進する。
・2020年オリンピック・パラリンピック競技大会を通じて実現を目指す共生社会の姿について広く発信を行い、パラリンピックに向けた国民の機運を醸成するとともに、障害者施策の意義について更なる理解の促進を図る。
・「心のバリアフリー」を推進する。
・知的障害、精神障害、発達障害、難病、高次脳機能障害、盲ろう・重症心身障害その他の重複障害など、より一層の国民の理解が必要な障害や、外見からは分かりにくい障害について、その障害特性や必要な配慮等に関する理解の促進を図る。
・視覚障害者誘導用ブロック、身体障害者補助犬、障害者用駐車スペース等について周知を図る。
・関係する事業者等の協力の下、障害者団体等が作成する啓発・周知のためのマーク等の情報提供、普及、理解促進を図る。
・ボランティアに対する理解促進、活動支援に努めるとともに、企業等の社会貢献活動への理解・協力を促進する。

②理解促進等に当たり配慮する事項
・障害当事者以外に対する訴求も重要であることに留意しつつ、障害者や障害者団体等を始めとする多様な主体との連携による幅広い広報・啓発活動を計画的かつ効果的に推進する。その際、効果的な情報提供や、国民の意見の反映に努める。
・地域社会における障害者への理解を促進する。また、多様な主体による取組を促進するため、必要な活動環境の整備を図る。
・国内外の取組等に関する調査研究や先進的な事例の紹介等に努める。その際、障害に係る訳語の統一を図ることが分かりやすさや比較の便宜に資することに留意する。
・障害者週間における各種行事を中心に、幅広い層の参加による啓発活動を推進する。
・幼児・児童・生徒間の相互理解を深めるための活動を一層促進するとともに、障害者に対する理解と認識を深めるための指導を推進する。

　　Ⅲ　各分野における障害者施策の基本的な方向

　1．安全・安心な生活環境の整備
　【関連:障害者権利条約第9,19,20,28条】
(1)住宅の確保
(2)移動しやすい環境の整備等
(3)アクセシビリティに配慮した施設、製品等の普及促進
(4)障害者に配慮したまちづくりの総合的な推進

　2．情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実
　【関連:障害者権利条約第9,21,24条】
(1)情報通信における情報アクセシビリティの向上
(2)情報提供の充実等
(3)意思疎通支援の充実
(4)行政情報のアクセシビリティの向上

　3．防災、防犯等の推進
　【関連:障害者権利条約第9,11条】
(1)防災対策の推進
(2)復興の推進
(3)防犯対策の推進
(4)消費者トラブルの防止及び被害からの救済

　4．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止
　【関連:障害者権利条約第10,12,14,16条】
(1)権利擁護の推進、虐待の防止
(2)障害を理由とする差別の解消の推進

　5．自立した生活の支援・意思決定支援の推進
　【関連:障害者権利条約第12,19,20,23,26,28条】
(1)意思決定支援の推進
(2)相談支援体制の構築
(3)地域移行支援、在宅サービス等の充実
(4)障害のある子供に対する支援の充実
(5)障害福祉サービスの質の向上等
(6)福祉用具その他アクセシビリティの向上に資する機器の普及促進・研究開発及び身体障害者補助犬の育成等
(7)障害福祉を支える人材の育成・確保

　6．保健・医療の推進
　【関連:障害者権利条約第12,14,19,25,26条】
(1)精神保健・医療の適切な提供等
(2)保健・医療の充実等
(3)保健・医療の向上に資する研究開発等の推進
(4)保健・医療を支える人材の育成・確保
(5)難病に関する保健・医療施策の推進
(6)障害の原因となる疾病等の予防・治療

　7．行政等における配慮の充実
　【関連:障害者権利条約第13,14,29条】
(1)司法手続等における配慮等
(2)選挙等における配慮等
(3)行政機関等における配慮及び障害者理解の促進等
(4)国家資格に関する配慮等

　8．雇用・就業、経済的自立の支援
　【関連:障害者権利条約第19,24,26,27,28条】
(1)総合的な就労支援
(2)経済的自立の支援
(3)障害者雇用の促進
(4)障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保
(5)福祉的就労の底上げ

　9．教育の振興
　【関連:障害者権利条約第24,30条】
(1)インクルーシブ教育システムの推進
(2)教育環境の整備
(3)高等教育における障害学生支援の推進
(4)生涯を通じた多様な学習活動の充実

　10．文化芸術活動・スポーツ等の振興
　【関連:障害者権利条約第30条】
(1)文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会環境の整備
(2)スポーツに親しめる環境の整備、パラリンピック等競技スポーツに係る取組の推進

　11．国際協力の推進
　【関連:障害者権利条約第31,32条】
(1)国際社会に向けた情報発信の推進等
(2)国際的枠組みとの連携の推進
(3)政府開発援助を通じた国際協力の推進等
(4)障害者の国際交流等の推進

　　おわりに　～障害者権利条約が目指す社会の実現に向けた今後の長期的課題～
・社会環境の変化と未来予測を踏まえた具体的な指標の設定が求められる。その際、ＳＤＧｓの指標との整合性も考慮する必要。
・三権分立に留意しつつ、合理的配慮の提供やそれを的確に行うための環境の整備を含め、立法府及び司法府から必要な協力を得られるよう努めることが求められる。
・必要に応じ、国際比較を通じて得られた知見に基づく施策の検討が求められる。その際、訳語の統一を図ることが分かりやすさや比較の便宜に資することに留意する必要がある。
・(各委員から提示された意見や課題、障害者政策委員会の議論等を踏まえ、今後加筆予定)

